
平成２７年度予算概算要求（保険局関連）について

平成２６年９月１９日

厚生労働省保険局

平成２６年９月１９日 第８０回社会保障審議会医療保険部会 資 料 ６



 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

新しい日本のための 

優先課題推進枠 2,443 億円 

平成 27 年度 厚生労働省概算要求のフレーム 

自然増 8,200 億円 

 

 

 

 

 

 

義 務 的 経 費 

 

注１ 税制抜本改革法に基づく消費税率の引上げについては、同法附則第１８条に則って、経済状況等 

を総合的に勘案して判断を行うこととされている。 

 

注２ 税制抜本改革に伴う社会保障の充実及び消費税率の引上げに伴う支出の増については、上記の 

判断を踏まえて、予算編成過程で検討する。 

また、①医療保険制度改革、②報酬改定（介護、障害福祉サービス）、③生活困窮者自立支援制 

度の実施に伴う経費等、④過去の年金国庫負担繰り延べの返済、⑤雇用保険制度・求職者支援制度

の国庫負担の本則戻し、などについても予算編成過程で検討する。 

 

裁量的経費 

公共事業関係費 
 

その他の経費 

１０％ 

年 金 ・ 医 療 等 に 係 る 経 費 

（要望基礎額の 30％） 

<要望基礎額> 

 税制抜本改革に伴う社会保障の充実

（予算編成過程において検討） 

＜別枠で要求するもの＞ 

○ 東日本大震災復旧・復興経費 

○ Ｂ型肝炎の給付金等支給経費  
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（１）地域医療介護総合確保基金による医療・介護提供体制改革 
地域における医療及び介護の総合的な確保のための事業を支援するため、都道府県

に設置される医療介護総合確保推進法に基づく基金（地域医療介護総合確保基金）の

財源を確保する。 

 

（参考）【26 年度から実施されている事業】 

①病床の機能分化・連携                            

ICT を活用した地域医療ネットワーク基盤の整備や、病床の機能分化・連携を推

進するための基盤整備等の医療提供体制の改革に向けた施設及び設備等の整備への

財政支援を行う。 

 

②在宅医療（歯科・薬局を含む）の推進            

在宅医療の実施に係る支援体制の整備や、在宅医療や訪問看護を担う人材の確

保・養成に資する事業等への財政支援を行う。 

 

③医療従事者等の確保・養成                        

ア 医師確保対策として、都道府県における医師確保のための相談・支援機能（地

域枠に係る修学資金の貸与事業を含む）の強化や、地域医療に必要な人材の確保

等の事業、産科等の不足している診療科の医師確保事業、女性医療従事者の復職

支援等への財政支援を行う。 

イ 看護職員等確保対策として、新人看護職員等への研修や、看護師等の離職防止・

定着促進等に係る事業、看護師等養成所の運営等への財政支援を行う。 

ウ 医療従事者の勤務環境改善対策として、都道府県における医療従事者の勤務環

境改善の支援体制の整備や、院内保育所の運営等への財政支援を行う。 

安心で質の高い医療・介護サービスの提供 

「健康・医療戦略」や「「日本再興戦略」改訂 2014」等を踏まえ、安心で質の高い医療・介護 

サービスの提供体制の確保や予防・健康管理の推進などにより、国民の健康寿命の延伸を

目指す。 

また、医療分野の研究開発を促進することなどにより革新的な医療技術の実用化を推進

し、あわせて医療関連産業の国際競争力を向上させる。 

１ 医療・介護連携の推進     ２兆８，４１９億円（２兆７，０２５億円） 

 

平成２７年度概算要求の主要事項 
【健康・医療分野抜粋】 
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（２）地域包括ケアの着実な推進         ２兆８，４１５億円（２兆７，０２５億円） 

①介護保険制度による介護サービスの確保 

２兆８，２６０億円（２兆６，８９９億円） 

 
②認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進 

                                        ３０億円（２９億円） 

 
③地域での介護基盤の推進【一部新規】（一部推進枠） 

６３億円（３４億円） 

 

④介護・医療関連情報の「見える化」の推進               ４億円（４億円） 

 
⑤低所得の高齢者等の住まい・生活支援の推進 

１．５億円（１．２億円） 

 
⑥適切な介護サービス提供に向けた取組の支援【一部新規】 

７４億円（７４億円） 

 
（３）地域における医療・介護の連携強化の調査研究【新規】（推進枠）  ４．２億円 

急性期から在宅までの医療・介護サービスを一連のものとして分析できるようにす

るため、KDB（国保データベースシステム）を活用したモデル分析を実施するとともに、

患者等を対象とした調査等を実施し、現行の課題について整理・分析する。 

また、医療・介護の連携したサービス提供に関する先進事例を大都市部や過疎地の

状況に応じて横展開するために先進モデルを作成する。 

 

 

 

 

（１）地域医療確保対策    ５７億円及び医療提供体制推進事業費補助金９９億円の内数 

（３９億円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数） 

①地域医療構想作成のための研修の実施【新規】                   １９百万円 

都道府県が実効性のある地域医療構想（ビジョン）を作成できるよう、県庁にお

いて全体を統括する者等を対象とした研修を実施する。 

 

②女性医師が働きやすい環境の整備【新規】（推進枠）                １．２億円 

女性医師がキャリアと家庭を両立できるよう、女性医師支援の先駆的な取組を行

う医療機関を「女性医師キャリア支援モデル推進医療機関」に位置づけ、「効果的支

援策モデル」の普及啓発活動を行うなど、女性医師が働きやすい環境を整備する。 

２ 医療提供体制の機能強化           ６５４億円（３８９億円） 
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③専門医に関する新たな仕組みの構築に向けた支援（推進枠）    ３．７億円（３．４億円） 

医師の質の一層の向上を図ることなどを目的とする専門医に関する新たな仕組み

が円滑に構築されるよう、総合診療専門医や小児科、救急等の専門医で地域医療に

配慮した養成プログラムの作成支援等を行う。 

 

④歯科保健医療対策の推進                                 ２．８億円 

（１．１億円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数） 

生涯を通じて国民が健康で質の高い生活を営むために、各地域における歯科保健

医療対策に関する取組が一層推進されるよう、8020 運動及び口腔保健の推進に係る

事業を支援する。 

 

⑤特定行為に係る看護師の研修制度の実施に向けた取組【一部新規】（一部推進枠） 

６．４億円（３９百万円） 

特定行為に係る看護師の研修制度の実施に向け、指定研修機関の確保、指定研修

修了者の計画的な養成、指導者育成に対する支援等を行う。 

 

⑥医療事故調査制度の実施【新規】（推進枠）                      １１億円 

医療事故調査結果を収集・分析し、再発防止のための普及啓発等を行うことによ

り医療の安全の確保に資する民間の第三者機関（医療事故調査・支援センター）の

運営等に必要な経費を支援する。 

 

⑦死因究明の推進【一部新規】                        １．７億円（１．５億円） 

死因究明等推進計画（平成 26 年６月 13 日閣議決定）に基づき、検案する医師の

資質向上や死亡時画像診断の活用を含めた死因究明の充実を図る。 

 
（２）救急・周産期医療などの体制整備  ３２１億円及び医療提供体制推進事業費補助金９９億円の内数 

（５０億円、医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数及び医療提供体制施設整備交付金３０億円の内数） 

①救急医療体制の整備【一部新規】 ８．１億円及び医療提供体制推進事業費補助金９９億円の内数 

（８．５億円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数） 

救急医療体制の整備を図るため、重篤な救急患者を 24 時間体制で受け入れる救命

救急センターなどへ財政支援を行う。 

 

②ドクターヘリの導入促進（一部推進枠）                          ５２億円 

（７百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数） 

地域において必要な救急医療が適時適切に提供できる体制の構築を目指し、早期

の治療開始、迅速な搬送を可能とするドクターヘリの運航体制を拡充する。 
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③災害医療体制の充実【一部新規】（一部推進枠）                   ２２３億円 

（２．２億円、医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数及び医療提供体制施設整備交付金３０億円の内数） 

ア 災害派遣医療チーム（DMAT）の派遣調整等を行う DMAT 事務局の強化、DMAT に関

する研修の実施、第２次救急医療機関等が参加する災害対応訓練の開催や地域の

対応体制の検証を支援することにより災害医療体制の充実を図る。 

 

イ 東日本大震災や今後、発生が想定される南海トラフ地震等を踏まえ、未耐震の

災害拠点病院や救命救急センター等の耐震整備等を行う。 

 

ウ 入院患者が安心して医療を受けることができるよう、有床診療所や中小病院に

対する火災発生時に初期消火を行うスプリンクラー等の整備を、高いニーズを踏

まえて支援する。 

 

エ 国立病院機構において、災害時の医療を確実に実施するため、初動医療班の派

遣体制の整備等を行い、災害医療体制の強化・充実を図る。 
 

④周産期医療体制の整備    ７５百万円及び医療提供体制推進事業費補助金９９億円の内数 

（７５百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数） 

地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの新生児集中治療管理室

（NICU）、母体・胎児集中治療室（MFICU）等へ必要な支援を行う。 

 

⑤へき地保健医療対策の推進                             ３８億円（３８億円） 

へき地・離島での医療提供体制の確保を図るため、総合的な企画・調整を行うへ

き地医療支援機構の運営や、へき地診療所への代診医の派遣、無医地区等で巡回診

療を行うへき地医療拠点病院の運営等について必要な支援を行う。 

 
（３）医療のＩＣＴ化                                   ４９億円 

①医療分野におけるＩＣＴ化の推進及び基盤整備                            ４５億円 

ア ＩＣＴ地域医療連携による患者予後の影響調査事業【新規】（推進枠）     ２．２億円 

ICT を導入する病院等において、患者予後への影響を調査し、その有用性を明ら

かにすることにより、医療分野における ICT 化の更なる推進を図る。 

 

イ 国立病院機構における電子カルテデータ標準化等のためのＩＴ基盤構築事業【新規】

（推進枠）                                                     ２２億円 

ICT を活用した地域医療連携の更なる推進を図るため、国立病院機構において、

電子カルテ情報の標準化等を行う。 
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ウ 共同受付センター(仮称)の設置【新規】（推進枠）                 ２１億円 

現在、審査支払機関で受け付けている電子レセプトについて、受付を一箇所に

集約するとともに、保険者が審査支払機関（※）との契約を乗り換える場合にスム

ーズに変更できるよう、競争環境を整備するためのシステムを構築する。また、保

険者がまず全ての診療報酬明細書の点検を可能とする仕組みを導入する場合のシ

ステム改修に係る仕様についてもあわせて検討する。 

※審査支払機関：社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会。 
 

②医療情報の共有・連携の推進                                      ４．２億円 

ア 臨床効果データベース整備事業【新規】（推進枠）                ２．２億円 

日々の診療行為及びアウトカムデータ（診療行為の効果）を一元的に蓄積・分

析・活用するための情報基盤を整備する関係学会等の取組を支援する。 

 

イ 救急医療の質向上のためのデータ収集・解析【新規】（推進枠）        ２．１億円 

救命救急センター等への救急患者の搬送情報や搬送先医療機関内での治療情報

を収集・解析し、適切な搬送治療体制の構築に活用する。 

 
 
 

 
 
 
 

各医療保険制度などに関する医療費国庫負担に要する経費を確保し、その円滑な実

施を図る。 

なお、プログラム法等を踏まえた次期医療保険制度改革に係る経費については、予

算編成過程で検討する。 

 
 

 

 

 

 

 

（１）医療分野の研究開発の促進等（一部推進枠）       ５６６億円（４７６億円） 

世界最高水準の医療の提供に必要な医療分野の研究開発について、基礎から実用化

まで一貫して推進し、その成果を円滑に実用化する。 

 

４ 革新的医薬品・医療機器の創出、世界最先端の医療の実現など 

     １，２５９億円（１，０６３億円） 

３ 安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保 

１１兆１，３５２億円（１０兆８，３７３億円） 
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①医薬品創出（オールジャパンでの医薬品創出）                 ９１億円（６７億円） 

創薬支援ネットワークを活用した創薬支援の効率化に取り組むほか、官民共同に

よる医薬品開発促進プログラム等を推進し、医薬品開発のボトルネックの解消を図

る。 

また、特に患者数が少ないウルトラオ－ファンドラッグ等に関する研究を重点的

に支援する。 

 

②医療機器開発（オールジャパンでの医療機器開発）             ３３億円（２２億円） 

医療現場が医療機器メーカーと協力して臨床研究及び治験を実施する仕組みを整

備し、ニーズとシーズの適切なマッチングを図る。また、日本発の革新的な医療機

器の開発を推進する。 

 

③革新的な医療技術創出拠点（革新的医療技術創出拠点プロジェクト） １７億円（１７億円） 

早期・探索的臨床試験拠点や臨床研究中核病院おける国際水準の質の高い臨床研

究や治験を進めるとともに、臨床研究等に必要な人材育成及び教育の強化を進める。 

 

④再生医療（再生医療の実現化ハイウェイ構想）               ３０億円（３０億円） 

臨床段階へと移行した研究課題について、切れ目なく支援を行うほか、iPS 細胞

の分化傾向の評価手法を開発し、iPS 細胞を用いた再生医療等製品の開発を促進する。 

 

⑤オーダーメイド・ゲノム医療（疾病克服に向けたゲノム医療実現化プロジェクト）   ３億円 

ゲノム医療実現に不可避な倫理的・法的・社会的課題を含む具体的課題の解決に

向けた研究を推進する。 

 

⑥がん（ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェクト）            １０１億円（８７億円） 

基礎研究の有望な成果を厳選し、実用化に向けた医薬品、医療機器を開発する研

究を推進し、臨床研究及び治験へ導出する。また、臨床研究及び治験で得られた臨

床データ等を基礎研究等に還元し、医薬品、医療機器の開発をはじめとするがん医

療の実用化を「がん研究 10 か年戦略」に基づいて加速する。 

 

⑦精神・神経疾患（脳とこころの健康大国実現プロジェクト）          １０億円（９億円） 

認知症の克服に向けて、病態の解明、予防法・革新的な診断技術・有効な治療法

の開発・確立を目指す。また、精神疾患についても脳画像研究、バイオマーカー開

発等を推進し、診断・治療のさらなる質の向上と標準化を目指す。 
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⑧新興・再興感染症（新興・再興感染症制御プロジェクト）         ２６億円（１８億円） 

インフルエンザ、結核、動物由来感染症、薬剤耐性菌、HTLV-1（ヒトＴ細胞白血

病ウイルス１型）など、国内外の様々な病原体に関する疫学的調査及び基盤的研究

並びに予防接種の有効性及び安全性の向上に資する研究を実施し、感染症対策並び

に診断薬、治療薬及びワクチン開発を一体的に推進する。 

 

⑨難病（難病克服プロジェクト）                          ８６億円（８３億円） 

希少・難治性疾患（難病）の克服を目指し、疾患の病因や病態解明、医薬品・医

療機器等の実用化を視野に入れた画期的な診断法や治療法及び予防法の開発を目指

す研究を推進する。また、疾患特異的 iPS 細胞を用いて疾患の発症機構の解明、創

薬研究や予防・治療法の開発等を推進する。 

 

⑩厚生労働科学に係る医療分野の研究開発（①～⑨以外）        ９７億円（８２億円） 

国民の健康に大きく影響する糖尿病等の生活習慣病、脳卒中を含む循環器疾患、

次世代を担う小児・周産期の疾患、不妊症、新規患者数が増加している HIV 感染／

エイズ、国内最大の感染症である肝炎、長期にわたり生活の質（QOL）を低下させる

免疫・アレルギー疾患、慢性の痛みを呈する疾患、高齢者及び障害者（障害児を含

む。）における身体機能の低下や喪失、女性に特有の健康課題、生活習慣病との関連

の可能性が高い口腔の疾患等のなどの多岐にわたる疾患に対し、国際的視点も踏ま

え、新たな予防・診断・治療方法及び医薬品・医療機器等の開発を推進する。また、

統合医療について、安全性・有効性に関する知見を収集し、その評価手法を確立す

るための研究等を推進する。 

 

（２）臨床研究体制の強化・再生医療の実用化の促進      ５５億円（４２億円） 

①革新的な医薬品等の実用化に向けた研究の推進等           ３９億円（４０億円） 

革新的な医薬品等を実用化するための研究を推進するとともに、他の医療機関に

対する研究支援体制を整備し、医薬品等の実用化に繋がるシーズ数の増加や実用化

までのスピードアップを図るため、引き続き臨床研究体制の強化を行う。 

 

②質の高い臨床研究の推進等【一部新規】（一部推進枠）         １２億円（９百万円） 

日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、医

療法に基づく臨床研究中核病院における臨床研究の安全性の確保を図るとともに、

他施設に対する支援体制を構築する。 

また、臨床研究の質を確保するため、モニタリング・統計解析やその教育等に必

要な経費を支援するとともに、民間事業者が行う一定の基準による上級者臨床研究

コーディネーター認定の支援により臨床研究体制の強化を図る。 

さらに、質の高い臨床研究を実施できる人材を育成するため、医師、臨床研究コ

ーディネーターやデータマネージャー等の研修を実施する。 
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③再生医療の実用化を促進するための研究拠点整備【新規】（推進枠）      ２．９億円 

再生医療の実用化を促進するため、再生医療の提供機関間の連携を図り、研究成

果を集約する拠点として、｢再生医療実用化研究実施拠点｣を整備する。 

 

④再生医療の安全性確保等に向けた取組                 １．７億円（１．５億円） 

再生医療等安全性確保法に基づき、再生医療等の安全性を十分に確保しつつ実用

化を促進するため、再生医療等提供計画の審査や細胞培養加工施設の調査に必要な

体制等を整備する。 

 

（３）厚生労働行政施策の推進に資する研究の促進（一部推進枠） 

９３億円（７４億円）  

厚生労働行政の各分野の適切な施策立案のための科学的知見の収集・確立に関する

研究を推進するとともに、国際協力のための事業と密接な関係のある地球規模の保健課

題、効率的かつ効果的な医療提供体制の構築に取り組む。 

食品の安全確保、労働者の安全と健康の確保、化学物質による健康被害対策、さら

には地域における健康危機管理、テロ対策、水の安全確保、生活環境における安全対策

等の国民の安全確保に必要な研究を推進する。 

 

（４）研究機関における研究開発の促進             ４９９億円（４５５億円） 

①国立高度専門医療研究センターにおける治験・臨床研究の推進等【新規】（推進枠） 

                                       ６６億円 

医療分野の研究開発成果の実用化に向けて、国立高度専門医療研究センターを疾

患群ごとの症例を集積した治験・臨床研究ネットワークの拠点に位置づけ、企業等

のニーズを積極的に把握し、一元的に治験・臨床研究を管理することで企業等の負

担を軽減し、治験・臨床研究を推進する仕組み等を構築する。 
 

②（独）医薬基盤・健康・栄養研究所の創設等【一部新規】（一部推進枠）                

２２３億円（２０１億円） 

医薬品及び医療機器等の開発に資することとなる共通的な研究を通じて、医薬品

等技術の向上のための基盤の整備を図るとともに、国民の健康・栄養に関する調査・

研究を通じて国民保健の向上に資することを目的とした（独）医薬基盤・健康・栄

養研究所を創設する等により研究機関の研究開発を促進する。 
 

（５）革新的医薬品・医療機器の実用化支援等          １１億円（３．５億円） 

①革新的な製品の実用化を促進するための審査・安全対策の充実・強化【一部新規】 

                                   ９．２億円（３．５億円） 
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ア 審査基準の明確化（推進枠）                     １．５億円（９１百万円） 

薬事戦略相談を充実するとともに、希少疾病用医薬品等の開発・審査の迅速化

や高度化を図るためのデータベースを整備する。 

 

イ 医療機器・再生医療等製品の特性を踏まえた制度の構築【一部新規】（推進枠） 

７６百万円（２７百万円） 

中小企業やベンチャー企業が革新的な医療機器や再生医療等製品を開発する場

合の（独）医薬品医療機器総合機構（PMDA）への相談手数料及び申請手数料を減免

する。 

また、薬事法改正に伴い、薬事申請や治験計画作成に関する研修を行うことで

申請資料作成の迅速化・質の向上を図るとともに、「軽微変更届出」の届出件数の

増加が見込まれることから、当該届出の確認業務等に必要な人員を助成する。 

 

ウ 安全対策の強化【一部新規】（推進枠）                ６．９億円（２．４億円） 

市販後安全対策の充実を図るため、電子カルテ等の大規模医療情報の蓄積・分

析を行う医療情報データベースシステムの試行運用、データの整理及び利活用の高

度化を推進するとともに、医療機器の不具合用語標準化システムの改修や再生医療

等製品等の患者登録システムの構築等を行う。 

 

※革新的医薬品・医療機器・再生医療等製品の実用化を促進するため、市販後

の品質確保や安全対策に留意しつつ、医薬品・医療機器の審査ラグ「０」の実

現に向け、審査基準の明確化などの上記各事業の実施に必要な（独）医薬品医

療機器総合機構（PMDA）の体制を強化する。 

 

②医療機器の安全対策の推進【新規】                               １０百万円 

平成 26 年 11 月に施行が予定されている改正薬事法により QMS（※）調査機関が

（独）医薬品医療機器総合機構（PMDA）及び認証機関に集約されるが、製造販売業

の許認可権者としての都道府県による迅速かつ適切な監視指導は引き続き重要であ

ることを踏まえ、都道府県の QMS 査察体制の維持・向上を図る。 

※ QMS（Quality Management System）：製造管理及び品質管理に関して組織を管理するため

のマネジメントシステム。 

 

③がん臨床研究の推進【新規】（推進枠）                            ２億円 

手術療法、放射線療法、薬物療法等の最適な組合せ（集学的治療）による標準治

療の開発に向けて、基幹的な機能を有するがん診療連携拠点病院に対し、臨床研究

コーディネーターを配置し、国際基準に対応した質の高い多施設共同臨床研究の実

施基盤を強化する。 
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（６）医療関連産業の活性化等                    １０９億円（７２億円） 

①新たな医薬品・医療機器の開発の促進                   ９２億円（６８億円） 

ア 医薬品創出（オールジャパンでの医薬品創出） 

９１億円（６７億円） 

 

イ 世界に通じる国産医療機器創出のための支援体制の整備【一部新規】（推進枠） 

８８百万円（６４百万円） 

医療機器の研究開発の経験が豊富な医療機関で、医療機器を開発する企業の人

材を受け入れ、市場性を見据えた製品設計の方法に関する研修等を実施することに

より、開発人材の育成や国内外の医療ニーズを満たす開発を推進する。 

また、医薬品・医療機器産業の振興に資する諸外国の各種施策の効果・背景等

を把握し、日本への適用を検討するための調査を行う。 

 

ウ 医薬品・医療機器の実用化に向けた取組の推進【新規】（推進枠）      ９百万円 

保険適用希望書提出の窓口となる職員を地方に定期的に派遣し、医薬品・医療

機器開発企業や研究機関を対象として保険適用に関する相談会を現地で開催する。 

 

②医療の国際展開                                 １７億円（４．２億円） 

ア 医療の国際展開の推進【一部新規】（推進枠）              １４億円（１億円） 

医療・保健分野における協力覚書を結んだ９箇国を中心として、医師・看護師

等の人材育成や公的医療保険制度整備の支援を行うため、我が国の医療政策等に見

識を有する者や医師等医療従事者の諸外国への派遣、または諸外国からの研修生の

受入れを国立国際医療研究センターを拠点として実施する。 

また、日本で承認された医薬品・医療機器の諸外国での許認可を迅速化・簡素

化するため、海外展開している日系企業及び当該国での課題等の把握並びに保健省

等との協議・交渉を行う。 

 

イ 外国人患者の受入れ体制の充実（推進枠）             ２．１億円（１．６億円） 

外国人が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、医療通訳等が配

置されたモデル拠点の整備、外国人患者受入れ医療機関認証制度の周知を図るなど、

外国人患者受入体制の充実を図る。 

 

ウ 国際機関を通じた医療関連産業等の海外進出（推進枠）                                         

１億円（１．６億円） 

国際機関を通じて、新興国・途上国が最低限備えるべき医療機器リストの策定

等を支援し、海外の公衆衛生の向上等の国際貢献を図るとともに、日系企業の海外

進出を支援する。 
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（７）最先端医療技術の迅速・適切な評価の推進【一部新規】（推進枠） 

 ３億円（１．１億円） 

患者申出療養（仮称）の創設等、保険外併用療養における新たな展開に対応するた

め、患者のニーズや海外での評価状況に関する調査等を行う。 
さらに、医療保険制度への医療技術の費用対効果評価の試行的導入に向けた指標開

発等に関する調査等を行う。 
 
（８）後発医薬品の使用促進【一部新規】               

５．８億円（５．６億円） 

患者や医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質・安定

供給の確保、情報提供の充実や普及啓発等による環境整備に関する事業、「後発医薬品

のさらなる使用促進のためのロードマップ」のモニタリング等を引き続き実施する。 

また、医療関係者が後発医薬品を選定する際に必要な後発医薬品メーカーの安定供

給体制や情報提供体制等に関する情報を収集する業務について支援する仕組みを構築

する。 

 

 

 

 
 

 

 

（１）介護保険制度による介護サービスの確保       

２兆８，２６０億円（２兆６，８９９億円） 

①介護保険制度による介護サービスの確保       ２兆８，２６０億円（２兆６，８９９億円） 

地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とする高齢者の増加に伴い、在

宅サービス、施設サービス等の増加に必要な経費を確保する。 

また、介護職員の処遇改善を含め、介護報酬改定については、予算編成過程で検

討する。 

 

②生活支援サービスの基盤整備                           ５億円（５億円） 

生活支援サービスの充実に向けて、今年度から介護保険制度の地域支援事業に位

置づけた「生活支援コーディネーター」（ボランティア等の生活支援の担い手の養

成・発掘などの地域資源の開発やそのネットワーク化等を行う者）の配置について、

着実に取組を進める。 

 

 

５ 安心で質の高い介護サービスの確保    

２兆８，４８８億円（２兆７，１００億円） 
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（２）認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進    ３０億円（２９億円） 

今後、高齢者の増加に伴い認知症の人は更に増加することが見込まれていることか

ら、「認知症施策推進５か年計画（平成 25 年度～29 年度）」の着実な実施を図り、全国

の自治体で、認知症の人とその家族が安心して暮らしていける支援体制を計画的に整

備するため、次の取組を推進する。 

※市民後見人の養成とその活動への支援及び認知症ケアに携わる人材育成のための

研修については、計数に含まれていない。 

 

①認知症に係る地域支援事業の充実                      １７億円（１７億円） 

以下の事業について、介護保険制度の地域支援事業に位置づけて安定的な財源を

確保し、市町村の取組を支援する。 

 

ア 認知症初期集中支援チームの設置                 ４．１億円（４．１億円） 

「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センター、認知症疾患医療セン

ター等に設置し、認知症専門医の指導の下、保健師、介護福祉士等の専門職が、認

知症の人やその家族に対して、初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサ

ポートを実施する。 

 

イ 認知症地域支援推進員の配置                    １０億円（１０億円） 

認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、

認知症地域支援推進員を市町村ごとに配置し、地域の実情に応じて、認知症疾患医

療センター等の医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機関の間の連携支援や

認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う。 

 

ウ 認知症ケア向上推進事業の実施                   ２．２億円（２．２億円） 

認知症ケアの向上を図るため、一般病院・介護保険施設などでの認知症対応力

の向上、認知症ケアに携わる多職種の協働研修、認知症高齢者グループホームなど

での在宅生活継続のための相談・支援を行うとともに、家族教室や認知症カフェ等

による認知症の人とその家族への支援等の取組を推進する。 

 

②認知症施策の総合的な取組                           １３億円（１２億円） 

ア 認知症疾患医療センターの整備の促進               ６．６億円（５．５億円） 

認知症の人とその家族に対する早期診断や早期対応を行うため、認知症の専門

医療機関である認知症疾患医療センターの整備の促進を図る（300 箇所→366 箇所）。 

 

イ 若年性認知症施策等                           ６．８億円（６．８億円） 

若年性認知症に関する相談から医療・福祉・就労の総合的な支援を実施するた

めの取組等を推進する。 
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（３）地域での介護基盤の整備【一部新規】（一部推進枠）    ６３億円（３４億円） 

地域包括ケアシステムの実現に向け、高齢者が住み慣れた地域での在宅生活を継続

することができるよう、地域支え合いセンター等の整備に必要な経費について支援を

行う。 

また、スプリンクラー設備等が未設置となっている介護施設等について、その設置

を計画的に推進する。 

 

（４）介護・医療関連情報の「見える化」の推進             ４億円（４億円） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別

の特徴や課題、取組等を市町村等が客観的かつ容易に把握できるよう、介護・医療関

連情報の共有（「見える化」）のためのシステム構築等を推進する。 

 

（５）低所得の高齢者等の住まい・生活支援の推進      １．５億円（１．２億円） 

自立した生活を送ることが困難な低所得の高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮

らせるよう、社会福祉法人等が実施する家賃の低い空家等を活用した住まいの確保や、

見守り・日常的な生活相談等の取組等に関する支援について、実施地域の拡大を図る

（市町村事業分：16 箇所→24 箇所）。 

 

（６）生涯現役社会の実現に向けた環境整備             ３１億円（３１億円） 

生涯現役社会を実現し、企業退職高齢者などが地域社会の中で役割を持って生活で

きるよう、一定の収入を得ながら自らの生きがいや健康づくりにも繋がり、介護予防

や生活支援のモデルとなる有償ボランティア活動などの立ち上げや、老人クラブ活動

への支援等を行う。 

 

（７）福祉用具・介護ロボットの実用化の支援          ９３百万円（８３百万円） 

福祉用具や介護ロボットの実用化を支援するため、介護現場における機器の有効性

の評価手法の確立、介護現場と開発現場のマッチング支援によるモニター調査の円滑

な実施等を推進する。 

 

（８）介護保険制度改正に伴うシステム改修             ４０億円（４０億円） 

平成 27 年度介護保険制度改正及び介護報酬改定に伴い、介護給付審査支払事務を引

き続き円滑に行えるよう、保険者等のシステムのプログラム修正を支援する。 

 

（９）適切な介護サービス提供に向けた取組の支援【一部新規】 ７４億円（７４億円） 

今般の制度改正に適切に対応するため、生活支援コーディネーター（地域支え合い

推進員）の養成のための指導者に対し、国レベルの研修を実施するとともに、保険者

職員や地域包括支援センター職員に対するケアマネジメント研修等を実施する。 
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また、経験豊かな主任介護支援専門員等の活用により、介護支援専門員に対する支

援体制を構築し、ケアプラン点検への同行や小規模事業所に対する同行型実地研修の

実施、介護支援専門員に対する相談援助を行う。 

さらに、介護キャリア段位制度の普及促進及び事業の適正化を図る。 

 

（１０）高齢化対策に関する国際貢献の推進【一部新規】  

                               ４１百万円（２９百万円） 

アクティブ･エイジング（※）の推進に向け、日本の知見・経験を踏まえつつ、アジ

ア諸国との政策対話を行う。また、高齢化政策に関して、関係国において政策協議及

び具体的事例の共有の場を設け、三角協力（※）の可能性を含む具体的な国際協力の

促進を図る。 
※アクティブ・エイジング：人が年齢を重ねるにつれて、健康、社会参加、社会保障を最大限生 

かして、生活の質を高めていく取組のこと（2002年WHO「Active  

Ageing: A Policy Framework」より）。 

※三角協力：先進国と途上国が連携して、他の途上国の開発を支援すること。 
 

 
 

 

 

（１）予防・健康管理の推進                        ９３億円（５５億円） 

①データヘルス（医療保険者等によるデータ分析に基づく保健事業）の効果的な実施の推進                               

１９億円（７．９億円） 

ア レセプト・健診情報等の分析に基づいた保健事業等の推進【一部新規】（推進枠）    

 １７億円（６．９億円） 

医療保険者等が PDCA サイクルに沿った効率的・効果的な保健事業の実施を推進

するため、医療保険者等において策定した「データヘルス計画」及び計画に基づく

事業の実施結果について、評価・分析等を行う。 

また、データヘルス計画を策定した医療保険者等が実施している先進的な保健

事業のうち、特に効果がある事業について横展開を図る。 

 

イ 保険者協議会における保健事業の効果的な実施への支援（推進枠） 

１．３億円（９４百万円） 

都道府県単位で医療保険者等が共通認識を持ち、健康づくりの推進等を図るた

め、平成 27 年４月から法定化される保険者協議会において、各医療保険者等にお

けるデータヘルス事業の底上げや、都道府県内医療費分析等の役割を推進するため

の支援等を行う。 

 

６ 予防・健康管理の推進等             １１８億円（５５億円） 
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②医療保険者等による健診・保健指導の推進               ２３億円（６．１億円） 

ア 被扶養者の特定健診受診率向上への支援等【一部新規】（推進枠） 

４．２億円（１．２億円） 

受診率が低い被扶養者の特定健診（メタボ健診）の受診率向上を図るため、医

療保険者が実施する、連続して未受診とならない取組や、オプショナル項目（骨密

度測定等）の追加の取組、さらには被扶養者の関心を高め受診率向上につながる取

組への支援等を行う。 

 

イ 歯科口腔保健の推進【一部新規】（推進枠）              １９億円（４．９億円） 

歯科口腔保健の推進の観点から、医療保険者が実施する歯周疾患に着目した歯

科保健指導の実施や、後期高齢者医療広域連合が実施する高齢者の特性を踏まえた

歯科健診の実施等について支援を行う。 

 

③先進事業等の好事例の横展開等                      １５億円（５．７億円） 

ア 糖尿病性腎症の重症化予防の取組への支援（推進枠）      ５．３億円（２．２億円） 

糖尿病性腎症の患者であって、生活習慣の改善により重症化の予防が期待される

者に対して、医療保険者等が医療機関と連携した保健指導を実施する好事例の横展

開を進める。 

 
イ 宿泊型新保健指導プログラム（仮称）の普及促進【新規】（推進枠）        ４億円 

糖尿病が疑われる者等を対象として、いわゆるメタボの改善等を図るため、健

康増進施設やホテル・旅館などの宿泊施設等を活用した新たな保健指導プログラム

を開発し、試行事業等を行うことにより、糖尿病等の発症予防や生活習慣病予防を

支援し、健康寿命の延伸を図る。 

 

ウ 後期高齢者医療広域連合における後発医薬品の使用促進への支援（推進枠） 

                            ２．４億円（２．３億円） 

後期高齢者医療広域連合が実施する後発医薬品差額通知の送付等、後発医薬品の

使用促進を図るための取組への支援を行う。 

 

エ 重複・頻回受診者等に対する取組への支援（推進枠）      ２．８億円（１．２億円） 

レセプト等情報により選定した重複・頻回受診者等に対して、保健師等による訪

問指導を実施することにより、適正受診の促進を図る。また、重複・多量投薬者等

に対して、地域薬剤師会の協力を得て、薬剤師等による訪問指導及びその結果を処

方医、薬局へのフィードバックを行うことにより、医薬品の適正使用の推進を図る。 
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④薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点の推進【一部新規】（推進枠） 

２．５億円（２．４億円） 

セルフメディケーション推進のため、薬局・薬剤師を活用した健康情報の拠点（健

康ナビステーション（仮称））の整備や在宅医療に関するモデル事業を実施するとと

もに、当該拠点の基準の作成等を行う。 

 

⑤介護・医療関連情報の「見える化」の推進               ４億円（４億円） 

 
⑥認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進 

３０億円（２９億円） 

 

（２）医療情報の電子化・利活用の促進              ２５億円（５０百万円） 

①NDB データの活用の促進等【新規】（推進枠）                      ２０億円 

レセプト情報・特定健診等情報を収集するためのソフトウェアの改修を行い、収

集した情報の質の向上を図ることにより正確な分析の実現を目指すとともに、国民

健康保険団体連合会等がレセプト等データを国へ提供するためのシステムの機器の

更改を行う。また、レセプトから得られる医療に関する情報について、地域別等に

集計した「NDB（※）白書（仮称）」にとりまとめて公表することで、レセプトから

得られる情報に対する国民の理解を深めるとともに、レセプト情報の利活用を促進

する。 

※ NDB：国が保有するレセプト情報、特定健診情報及び特定保健指導情報のデータベース。 

 

②DPC データの活用の促進等（推進枠）                  ４．５億円(５０百万円） 

DPC データ（※）の一元管理及び利活用に向けたデータベースの構築を行う。 

※DPC データ：急性期入院医療を担う医療機関から提出され、診療報酬改定に活用される臨床

情報と診療行為のデータ。 

 

③マイナンバーの活用に関する調査研究事業【新規】（推進枠）           １．１億円 

医療保険分野における番号制度の利活用に向け、保険者、保険医療機関及び審査

支払機関等におけるシステム改修等に係る技術的課題や費用対効果等について調査

研究を行う。 

 


